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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 伊 藤 　 博 之
問合せ先責任者 役 職 名 代 表 取 締 役 副 社 長

氏 名 柱 　 秀 貴 Ｔ Ｅ Ｌ (     )－052 6116322

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 4月23日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 5月27日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 16年 2月期の業績（平成15年 3月 1日～平成16年 2月29日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 2月期       15,036     4.2       2,488     1.1       2,488     0.7

15年 2月期       14,430    14.0       2,460    19.3       2,471    19.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 2月期        1,345     0.5         58.53－      6.8    10.7    16.5

15年 2月期        1,337    13.1         66.07－      7.2    11.3    17.1

(注 )1.期中平均株式数 16年 2月期     22,263,233株 15年 2月期     20,245,825株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 2月期          10.00          5.00          5.00         222    16.6     1.1

15年 2月期          10.00          5.00          5.00         202    15.1     1.1

(注 )16年 2月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 2月期       23,457      20,342     86.7         911.94

15年 2月期       22,990      19,141     83.3         945.58

(注 )1.期末発行済株式数 16年 2月期     22,261,225株 15年 2月期     20,242,938株
2.期末自己株式数 16年 2月期         14,636株          7,845株15年 2月期

2. 17年 2月期の業績予想 （平成16年 3月 1日～平成17年 2月28日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        8,031       1,502         819          5.00－ －

通 期       16,179       2,978       1,650－           5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          72円 23銭

 な お 、 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 。 ま た 、1株 当 た り 予 想 純 利 益 （ 通 期 ） は 期 末
発 行 済 株 式 数 （22,261,225株 ） に よ り 、 計 算 。 業 績 予 想 は 「 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 」 （ Ｐ ３ ） 等 に
お け る 記 載 内 容 を 参 照 。
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Ⅰ．個別財務諸表等 
    
    
１１１１．．．．貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表 
 
                                                                                        （単位：百万円） 

期　　別

科　　目

% % 

Ⅰ
1 ．
2 ．
3 ．
4 ．
5 ．
6
7 ．
8 ．

Ⅱ
*1

1 ．
2 ．
3 ．
4 ．

1 ．
2 ．
3 ．
4 ．
5 ． *1
6 ．

受 取 手 形 *4

11,974

100.0

345

47.9

192

1,257
1,894

116

636

237

1,918

89

△ 4

37.3

87

4,358
1,768

11,015

1.0

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金

売 掛 金

固 定 資 産

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金
そ の 他

流 動 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 短 期 貸 付 金

256

△ 7

△ 513

432

1.1

9,279

52.0

500
306

855

40.3

22,990

2,438

△ 1

10.6

△ 404

871

△ 19

466

128

1,106
2,006
186

2,056

100.0

（　資　産　の　部　）

資 産 合 計 23,457

無 形 固 定 資 産

（3） 投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

（1）

投 資 有 価 証 券

建 物
機 械 及 び 装 置

（2）

土 地

そ の 他

繰 延 税 金 資 産
関 係 会 社 株 式

244
長 期 性 預 金

49.3

10.92,566

11,570

1,509

11,886

7,399

△ 4
840

8,766

52

500

349

4,167

増　　減
(△ は 減 少 )

金　　　　額

1,170

1,120

前 事 業 年 度 末当 事 業 年 度 末
(平成16年 2月29日現在)

構成比金　　　　額

(平成15年 2月28日現在)

構成比 金　　額

7,449

50.6

1,050 －
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                                                                                        （単位：百万円） 

期　　別

科　　目

% % 

Ⅰ
1 ．
2 ．
3 ．
4 ．
5 ．
6 ．
7 ．

Ⅱ
1 ．
2 ．
3 ．

Ⅰ
Ⅱ
1 ．

Ⅲ
1 ．
2 ．
3 ．

Ⅳ
Ⅴ

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

固 定 負 債

19

12,199 52.0 11,109 48.3 1
98 △ 0.1 121

113

そ の 他

賞 与 引 当 金

351
377設 備 支 払 手 形 *2

468

流 動 負 債
353
768買 掛 金

（　負　債　の　部　）

未 払 消 費 税
未 払 法 人 税 等

その他有価証券評価差額金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

利 益 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

当 期 未 処 分 利 益

資 本 金

自 己 株 式

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

23,457

4,369

構成比

204

0.4
△ 25

20,342

155

構成比金　　　　額

当 事 業 年 度 末
(平成16年 2月29日現在)

金　　額

増　　減
(△ は 減 少 )

金　　　　額

2,588

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

従業員退職給付引当金 362
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

3

流 動 負 債 合 計

そ の 他

3,701

160

389

166

108
55

3,351

4,369

△ 15
△ 23

1,263
9,640

663
892

389
851

14.5

4,369

46622,990

19,141

100.0

1,20183.2

11.0

86.7

1,282
10,712

△ 0.1

525

3,114

16.0

4,369 18.6 19.0

204

15.7

1,071

3,701

前 事 業 年 度 末
(平成15年 2月28日現在)

331

2.2

0

497

3,84913.2 △ 734

2.1 27

支 払 手 形 *2

16.7

△ 762

△ 10△ 0.0

100.0
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２２２２．．．．損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書    
 
                                                                                         （単位：百万円） 

期　　別

科　　目

% % 

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ *1

Ⅴ *2

Ⅵ *3

Ⅶ *4

金　　額

 自　平成14年 3月 1日 
(△ は 減 少 )

1,074
2,349 16.2

2,168

前 事 業 年 度

15.8
7.0

8.9

111

当 期 未 処 分 利 益 1,282

中 間 配 当 額

2,381

△ 23

 自　平成15年 3月 1日 

109 0.7

16.5

33

2

2,488

前 期 繰 越 利 益 49

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 1,345

1,060

1,263

△ 0.4

27
9.2

101

△ 63

1,337

0.0

605

27

0.2

△ 7

47

100.0

32.0

3

2,460

 至　平成15年 2月28日 

百分比

17.0

金　　　　額

67.9

4,628

17.1

百分比

当 事 業 年 度

金　　　　額

 至　平成16年 2月29日 

34

4,703

2,215

0.9134

41

14.7

16.5

15.0

30

10,332

売 上 高 *5

売 上 原 価

2,488

15,036

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益 11

2,471

14,430

9,801

増　　減

0.2

△ 0.1

0.0

100.0

0.2

0.2

68.7

31.2

7

△ 8

△ 24

16

530

74

32
△ 147.4

19

21
10

39

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販売費及び一般管理費*5

売 上 総 利 益

営 業 利 益
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３３３３．．．．利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案    
 
                                                                                         （単位：百万円） 

期　　別

科　　目

) ) )

次 期 繰 越 利 益 82131 49

別 途 積 立 金 △ 70

0特 別 償 却 準 備 金

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） (　 2 (　 2 (    -

111

役 員 賞 与 金 4242
 -

利 益 配 当 金 10

1,285

1,282

2

19

当 期 未 処 分 利 益 19

合 計

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 0

金　　　　額 金　　　　額 金　　額

 至　平成16年 2月29日  至　平成15年 2月28日 (△ は 減 少 )
 自　平成15年 3月 1日  自　平成14年 3月 1日 
当 事 業 年 度 前 事 業 年 度 増　　減

1,000

1,263

1

1,265

101

3

1,070

△ 2

  (注) 平成１５年１１月２５日付をもって、111,313,555 円（１株につき５円）の中間配当を実施いたしました。 
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重要重要重要重要なななな会計方針会計方針会計方針会計方針    
 
 
 

             自  平成１５年  ３月 １日 
              至  平成１６年  ２月２９日 

             自  平成１４年  ３月 １日 
              至  平成１５年  ２月２８日 

１．有 価 証 券 の       
  評 価 基 準 及 び       
  評 価 方 法       
  

（１）子会社株式……移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 
    時価のあるもの 
      …………決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定） 

    時価のないもの 

       …………移動平均法による原価法 
 

（１）子会社株式    同    左 

（２）その他有価証券 
        同    左 
 
 

 
 

２．た な 卸 資 産 の               
  評 価 基 準 及 び               
    評 価 方 法               

  

製品、仕掛品及び仕掛処理原価 
        ……総平均法による原価法 

商品及び原材料………移動平均法による低価法 

貯蔵品…………………最終仕入原価法 

同    左 

同    左 

同    左 

３．固 定 資 産 の               
    減価償却の方法 

（１）有形固定資産……定率法 
   主な耐用年数 
    建 物       ３～５０年 
    機械及び装置 ２～１７年 
     

（１）有形固定資産 
同    左 

（２）無形固定資産……定額法 
  なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

（２）無形固定資産 
同    左 

（３）長期前払費用……定額法 （３）長期前払費用 
同    左 

 

（４）投資不動産………定率法 （４）投資不動産 
同    左 

４．繰 延 資 産 の               
    処 理 方 法               

新株発行費……支出時に全額費用として処理し
       ております。  

 

（１）貸倒引当金 
 債権の貸倒の損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

（１）貸倒引当金 
        同    左 

５．引 当 金 の               
  計 上 基 準               

  
 

（２）賞与引当金 
  従業員に対して支給する賞与に備える
ため、支給見込額に基づき計上しており
ます。 

（２）賞与引当金 
        同    左 

  
 

（３）従業員退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
 なお、数理計算上の差異は、その発
生時の翌事業年度に一括費用処理する
こととしております。 

（３）従業員退職給付引当金 
        同    左 

 （４）役員退職慰労引当金 
  役員退職慰労金の支出に備えるため、
内規に基づく当期末要支給額を計上して
おります。 

（４）役員退職慰労引当金 
        同    左 
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             自  平成１５年  ３月 １日 
              至  平成１６年  ２月２９日 

             自  平成１４年  ３月 １日 
              至  平成１５年  ２月２８日 

６．外貨建の資産及 
  び負債の本邦通 
  貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 

同    左 

７．リ ー ス 取 引 の              
  処 理 方 法              
  
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。 

同    左 

（１）消費税の会計処理 

        同    左 
（２）仕掛処理原価 
        同    左 

８．その他の財務諸
  表作成のための
  重 要 な 事 項              
  

（１）消費税の会計処理 

    税抜き方式を採用しております。 
（２）仕掛処理原価 

     環境部門における産業廃棄物処理未完
   了の取引において発生した原価を計上
   しております。 
（３）１株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」（企業会計基準第２号）及び「１
株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第４
号）によっております。なお、これによ
る影響については、「１株当たり情報に
関する注記」に記載しております。 

 

 
 
 
 
表示方法表示方法表示方法表示方法のののの変更変更変更変更    
 
 
                   自  平成１５年  ３月  １日 
                   至  平成１６年  ２月２９日 
 

           
                      自  平成１４年  ３月   １日 
                      至  平成１５年  ２月 ２８日 

(貸借対照表) 
 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示していた
「関係会社短期貸付金」は、資産の総額の100分の1を
超えることとなったため、当期より区分掲記すること
に変更しました。なお、前期における「関係会社短期
貸付金」は60百万円であります。 
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 ＜追加情報＞ 
 

                自  平成１５年  ３月 １日 
                 至  平成１６年  ２月２９日 

                自  平成１４年  ３月 １日 
                 至  平成１５年  ２月２８日 

  
（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 
 当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（企業会計基準第１号）を早期適用してお
ります。 

 （貸借対照表） 
１．前事業年度において独立掲記しておりました「資本
 準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度に
 おいては「資本剰余金」の内訳科目として表示しており
 ます。 
２．前事業年度において独立掲記しておりました「利益
 準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度に
 おいては「利益剰余金」の内訳科目として表示しており
 ます。 
３．前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目と
 して表示しておりました「任意積立金」は、財務諸表等
 規則の改正により当事業年度においては「利益剰余金」
 の内訳科目として表示しております。 
４．前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目と
 して表示しておりました「当期未処分利益」は、財務諸
 表等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余
 金」の内訳科目として表示しております。 
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 ＜注記事項＞ 
 
  貸借対照表関係 
 

    当事業年度末 （平成１６年  ２月２９日現在）     前事業年度末 （平成１５年  ２月２８日現在） 

＊１．減価償却累計額 
       有形固定資産             6,340   百万円 
    投 資 不 動 産              76  百万円 
 

＊１．減価償却累計額 
       有形固定資産             5,484   百万円 
    投 資 不 動 産              55  百万円 
 

 
＊２．授権株式数及び発行済株式総数 
    授権株式数 普通株式    28,600,000株  
    発行済株式総数 普通株式   22,275,861株 
   発行済株式数の増加 
    発行形態  株式分割（1：1.1） 
    発行株式数 2,025,078株 
     （1単元の株式数 100株） 

 
＊２．授権株式数及び発行済株式総数 
    授権株式数 普通株式    28,600,000株  
    発行済株式総数 普通株式   20,250,783株    
 

 
＊３．自己株式の保有数 
    普通株式            14,636株   
 

 
＊３．自己株式の保有数 
    普通株式            7,845株   

 
＊４．期末日満期手形処理 
    期末日満期手形の会計処理につきましては、当事
   業年度末日は金融機関の休日でありましたが、満期
   日に決済が行われたものとして処理しております。
   当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。 
    受 取 手 形       119   百万円 
    支 払 手 形        25   百万円 
    設 備 支 払 手 形         3   百万円 
 

 

 
  損益計算書関係 
 

                自  平成１５年  ３月 １日 
                 至  平成１６年  ２月２９日 

                自  平成１４年  ３月 １日 
                 至  平成１５年  ２月２８日 

＊１．営業外収益の主な内訳 
                                         （百万円） 
      受 取 利 息               5 
   受 取 配 当 金               5 
   関係会社受取賃借料               16 
    

＊１．営業外収益の主な内訳 
                                         （百万円） 
      受 取 利 息                 7 
   受 取 配 当 金                  6 
   関係会社受取賃借料               19 
    

＊２．営業外費用の主な内訳 
                                         （百万円） 
      支 払 利 息                  0 
      新 株 発 行 費                  6 
      投資不動産減価償却費                 20 

＊２．営業外費用の主な内訳 
                                         （百万円） 
      支 払 利 息                  0 
 
      投資不動産減価償却費            23 
       

＊３．特別利益の主な内訳 
                                         （百万円） 
      固 定 資 産 売 却 益                0 
   関係会社株式売却益                2 
       

＊３．特別利益の主な内訳 
                                         （百万円） 
      固 定 資 産 売 却 益                9 
   貸 倒 引当金戻入益                2 
       

＊４．特別損失の主な内訳 
                                         （百万円） 
      固 定 資 産 売却損                                 95 
      固 定 資 産 除却損                                 14 
 
       

＊４．特別損失の主な内訳 
                                         （百万円） 
      固 定 資 産 売却損                                  2 
      固 定 資 産 除却損                                 26 
   投資有価証券評価損         105 
         

＊５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
                                      45 （百万円） 
       

＊５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
                                        50（百万円） 
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  リース取引関係 
 

                自  平成１５年  ３月 １日 
                 至  平成１６年  ２月２９日 

                自  平成１４年  ３月 １日 
                 至  平成１５年  ２月２８日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 
  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
  額及び期末残高相当額 
                                         （百万円） 
           取得価額 減価償却 期末残高 
           相 当 額 累計額相当額 相 当 額 
    車 両 運 搬 具     19      12     7 
    工具器具備品    39      20    19 

           計           59      32    26 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 
  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
  額及び期末残高相当額 
                                         （百万円） 
           取得価額 減価償却 期末残高 
           相 当 額 累計額相当額 相 当 額 
    車 両 運 搬 具     24      19     5 
    工具器具備品    40      19    21 

           計          65      38     27 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。 

 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。 

 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 
                                         （百万円） 
        一 年 内                        9 
        一 年 超                       16 

       計                26 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 
                                         （百万円） 
        一 年 内                         11 
        一 年 超                         15 

       計                  27 
（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。 

 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期末
残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。 

 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 
                                         （百万円） 
        支払リース料                 12 
        減価償却費相当額             12 
 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 
                                         （百万円） 
        支払リース料                   14 
        減価償却費相当額               14 
 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
 る定額法によっております。 

 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
 る定額法によっております。 

 
 
 
 
   有価証券関係 
 
   前事業年度（自 平成１４年３月１日 至 平成１５年２月２８日）及び当事業年度（自 平成１５年３月１日 至
  平成１６年２月２９日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 
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   税効果会計関係 
 
   １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                            （百万円）             （百万円）    
  
    （繰延税金資産）        当事業年度（平成16年2月29日）   前事業年度（平成15年2月28日） 
      未払事業税                        41                 58 
      従業員退職給付引当金                   116                 105 
      役員退職慰労引当金                         64                                  69 
      賞与引当金                        37                                  25 
      投資有価証券                        84                                 104 
      減価償却資産                       41                                  29 
      その他                          21                                  10 

      
     繰延税金資産合計                               408                                 402 
    （繰延税金負債） 
      特別償却準備金                   △  6                             △  8 

      その他有価証券評価差額金           △   66                                  － 

 

          繰延税金負債合計                      △  73                             △    8 

  

           繰延税金資産の純額                       334                                 393 

 

   ２．法人税等の税率変更に係る事項 
     （当事業年度） 
      平成１５年３月３１日に「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）が公布されたことに
     伴い当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１７年３月１日以降解消が見込まれるものに限
     る）に使用した法定実効税率が41.8%から40.5%に変更されております。この変更による影響は軽微であります。 
             
     （前事業年度） 
 
 
      ３．決算日後の法人税等の税率変更に係る事項 
     （当事業年度） 
      
 

（前事業年度） 
      平成１５年３月３１日に「地方税法等の一部を改正する法律」(平成１５年法律第９号）が公布されたことに
     伴い、平成１７年３月１日開始事業年度以降に解消される一時差異に係る繰延税金資産、繰延税金負債の計算に
     使用される実効税率が、41.8 ％から 40.4 ％に変更されます。変更後の実効税率を当期末に適用した場合の影
     響は軽微であります。 
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  （1株当たり情報） 
 

当 事 業 年 度 
自 平成15年 3月 1日 
至 平成16年 2月29日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年 3月 1日 
至 平成15年 2月28日 

 1株当たり純資産額     911円94銭 
 1株当たり当期純利益金額  58円52銭 
 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 当会計期間から「1株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4
号）を適用しております。 
 また、当社は、平成15年4月18日付で株式1株につき1.1
株の株式分割を行っております。 
 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し、
かつ、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の
前事業年度における1株当たりの情報については、以下の
とおりとなります。 
 
 
  
 
 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

前事業年度 
1株当たり純資産額 

857円73銭 
 
1株当たり当期純利益金額 

58円18銭 

 1株当たり純資産額     945円58銭 
 1株当たり当期純利益金額  66円07銭 
 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 
 
 
 

（注） 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 
 
 
 当 事 業 年 度 

自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年3月 1日 
至 平成15年2月28日 

当期純利益（百万円） 1,345  - 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 42  - 

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） （42） （ - ） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,303  - 

期中平均株式数（株） 22,263,233  - 

 
 
  重要な後発事象 
 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ．役員の異動（平成１６年５月２７日付） 

 
 
 
1111．．．．新任取締役候補新任取締役候補新任取締役候補新任取締役候補    
 

取 締 役 関 西 事 業 所 長        稲垣  淳一 （現  関 西 事 業 所 長 ） 
取締役企画管理本部長        平林  一美 （現  企画管理本部長） 

 
 
 
 
 
                                                                                                    以  上 


